
我が国をとりまく 
エネルギー事情について 

平成２６年９月２５日 

野村 眞一 
原子力学会シニアネットワーク 

 SNW対話イン鹿児島大学２０１４ 
                （基調講演） 



九州大学工学部生産機械工学科修士課程修了（昭和４７年） 

三菱重工業株式会社         （昭和４７年～平成２１年） 

   火力発電プラント、地熱発電プラント等の開発・設計 

   原子力新型炉プラントの開発・設計、及び、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ管理 

   使用済み燃料の再処理設備の開発・設計 

   海外（ﾌｨﾘﾋﾟﾝ）、及び、国内設計会社の運営 

原子力学会シニアネットワーク会員    （平成２５年～現在） 

 

自己紹介 
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      １．エネルギーについて 

  ２．国内のエネルギー事情 

  ３．海外のエネルギー事情 

  ４．新エネルギーについて 

  ５．まとめ 

講演内容 
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１．エネルギーについて 
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 １．物体や系が持っている仕事をする能力の総称 

    力学的エネルギー、化学エネルギー、原子核エネルギー、 

     熱エネルギー、電気エネルギーなど 

 ２．１．の意味から転じて、物事を成し遂げる気力・活力 

 ３．エネルギー資源・・・産業、運輸、消費生活に必要な動力源 

    ・一次エネルギー⇒自然界に存在しているエネルギー源 

       化石燃料          ：石炭、石油、天然ガスなど 

  原子力         ：原子力 

   再生可能エネルギー：太陽エネルギー、風力、波力、水力、 

                海洋温度差発電、バイオマスなど 

     ・二次エネルギー⇒一次エネルギーを変換したもの 

                     電力、水素など 

エネルギーとは 

出典：Wikipedia SNW対話イン鹿児島大学2014 講演資料 野村眞一 5 
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今後、発展途上国人口
増加、生活環境の改善 

↓ 
エネルギー需要の増大 

↓ 

世界規模での資源獲得
活動の活発化（資源外交

の激化） 

エネルギー消費量
の増大⇔人口増加
相関関係が 
認められる 

世界のエネルギー消費と人口の推移 

石油利用
拡大 

人口推移 
石油 

ガス 

石炭 
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エネルギー消費量 
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世界の人口予測（２０１０年～２１００年） 

 
出典：電気事業連合会資料２０１３ 

 

アフリカ地域
の人口急増 

日本の人口
１０７２８人 

日本の人口
１２６９３人 
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日本の人口は
減少傾向 

日本の人口
８６７４人 



世界の人口とエネルギー消費量 
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・人口：約１１倍 
・電力消費量／人： 

約４０％ 
・一人あたりGDP： 

約２０％ 

・人口：約１０倍 
・電力消費量／人： 

約９％ 
・一人あたりGDP： 

約４％ 

日本と
比べ： 

及び、世界経済のネタ帳 、IEA 資料 



    １次エネルギー源 ⇒ エネルギー消費部門／割合 

エネルギーバランスフローの概要 

１次エネルギー供給 ２次エネルギーへの転換 最終エネルギー消費 

再生可能エネルギー 
（含 水力） 

原子力 

天然ガス 

石炭 

原油 

発電、地域熱供給 

発電 

発電、ガス製造 

発電、石炭、石炭製品
製造 

発電、石油製品 

我国に於ける部門別 
消費割合（２０１１） 

 
家庭部門：１４．２％ 

 
業務部門：１９．６％ 

 
運輸部門：２３．３％ 

 
産業部門：４２．８％ 

 
（エネルギー白書２０１３） SNW対話イン鹿児島大学2014 講演資料 野村眞一 

最終消費：一次エネルギーの 
約７０％（理由：転換ロス） 
＜エネルギー白書２０１３＞ 
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エネルギー部門の消費内訳の概要 

家庭部門１４．２％ 
冷暖房、給湯、厨房、家電・照明など 

（詳細 別シート参照） 

業務部門１９．６％ 
企業の事務所、ビル、ホテル、 
百貨店、病院、商店など 

運輸部門２３．３％ 
旅客部門：乗用車、鉄道、バス、船

舶航空機など 

貨物部門：陸運、海運、航空貨物
など 

産業部門４２．３％ 
製造業、農林水産業、鉱業、 

建設業など 

エネルギーは、人類の生存と生産活動に不可欠！ 

出典：エネルギー白書２０１３ 
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家庭部門用途別エネルギー消費量 
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家電と給湯の消費電力
の伸びが特に著しい 
⇒生活レベルの向上 
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最終エネルギー消費と実質ＧＤＰの推移 

特に、業務部門、 

家庭部門の消費量の
伸びが大きい 
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主要国のエネルギー輸入依存度（２０１１）、 
及び、日本の自給率の推移（２０１０～２０１２） 

・多くの国がエネルギー輸入国の状況 
・今後、発展途上国、人口を多く抱える国の 
 エネルギー輸入量の増大を予想 

⇒エネルギー資源獲得活動の激化 
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２０１０年 ２０１１年 ２０１２年 

原子力（含） １９．９ １１．２ ６．０ 

同上（不含） ４．９ ５．４ ５．４ 

日本の一次エネルギー自給率の推移（％） 

出典：エネルギー白書２０１４ 
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主要国の発電電力量と発電電力量に占める 
各電源の割合（２０１０年） 

原子力 

出典：エネルギー白書２０１３ 

原子力 

原子力 
原子力 原子力 

原子力 

原子力 
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世界のエネルギー資源確認埋蔵量 
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・埋蔵資源探索技術の向上 
・採掘技術の向上 
・市場価格に見合うコスト（増）での採掘 

・新たな資源開拓（海底油田、ｼｴｰﾙｶﾞｽ、ﾒﾀﾝﾊｲ
ﾄﾞﾚｰﾄﾞﾞ等） 
（例：原油価格 約５＄/ﾊﾞﾚﾙ＜１９７０年＞、 

約１００＄/ﾊﾞﾚﾙで推移＜現在＞） 
 

埋蔵量の
見直し 

しかし、 
資源量は 
有限 

いづれは枯渇 

⇒早期の対
策が必須 

３mg／海水１ton中 
→５００万ﾄﾝ／年（日本近海） 
課題：採集技術革新とコスト  

（注１）第２７回戦略セミナー資料を引用 

使用済み燃
料からＰｕ
回収→燃料
として利用 

15 



エネルギー原料・食料の海外依存度 
食料の輸入依存率 
カロリーベース： ６１％ 
生産額ベース： ３１％ 

注記：カロリーベースでの表示は、日
本、韓国、ノルウエー、スイス等少数 

解説：野菜、畜産物、魚介の高い自給率が、
生産額ベースでの自給率を高めている 
（注記）：輸入飼料で生産される畜産物 
カロリーベース表示→輸入に参入 
生産額べース表示→国産に参入 

出典：第一次産業ネット HP SNW対話イン鹿児島大学2014 講演資料 野村眞一 

データの処理で、異なる 
結果が公表される例 
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２．日本のエネルギー事情 
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日本の一次エネルギー供給実績 
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一次エネルギーの 
約４０％は電力で消費 

及び、（総合エネルギー統計） 
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日本の一次エネルギー供給構造の推移 



発電設備容量の実績 
（１９９５～２０１２） 

SNW対話イン鹿児島大学2014 講演資料 野村眞一 

約２．５億kWで推移 
推移の傾向は、 

名目GDPの推移に類似 
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電源別発電電力量構成比 
（２００４年～２０１３年を１年毎に表示） 
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震災後、 

火力依存割合
が増大 

約６０→９０％ 
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２０１４年度（８月）電力需給見通し 

火力１基の緊急停止
で、最悪、停電に至る 

出典：itmedia ＨＰ 

Ｈ２５需要最大１６３４万kW 
(予備率３．６％） 

Ｈ２６需要最大１５２２万kW 
（予備率１１％） 

（読売新聞 ８．２３版） 
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各地域の送電容量 

 
出典：エネルギー白書２０１４ 
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火力発電設備の経年状況 

出典：資源エネルギー庁資料 H25.4 
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各年度の計画外停止の件数 
対象：夏季（７～９月）＋冬季（１２～２月） 

２０１２年度時点で
運転開始から４０
年を経過した火力 

出典：エネルギー白書２０１４ 
 

計画外停止：突発的な事故、或
いは、計画になかった緊急補修
などによる予期せぬ停止 

２０１３年の計画外 
停止は、 

２０１０年の６７％増 
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火力発電所の効率向上の歴史 

出典：東大エネルギー工学連携センター資料 H22.8.6 

火力発電の効率は年々向上。建設から時間経過し、
発電効率の低い火力の運用は、経済性、CO2排出量、
保守・補修費の増大、故障発生のリスク大 等で不利 

４０年前に建設された 
火力の効率：約３８％ 

保守補修費 増 
燃料費    増 
CO2排出量  増 

新鋭火力 
効率６０％ 
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我が国の温室効果ガス排出量の推移 

出典：エネルギー白書２０１４ 

震災後、 

原子力発電所
停止により、 
電力由来の 
排出量倍増 
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京都議定書目標値と京都議定書基準年から 
２０１２年までの変化 

日本は削減目標
未達成 
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原子力発電の停止に伴う電気料金の上昇 

一般家庭：１．２倍 

産業向：１．３倍 

北電は、更に１７％（家庭
向）、２２％（産業向）の
追加値上げを申請中 

SNW対話イン鹿児島大学2014 講演資料 野村眞一 出典：平成２５年度エネルギー白書概要 29 



東電福島第一事故後の電源構成、 
化石燃料依存度、及び、貿易収支の変化 

【化石燃料への依存度の増大による国富流出と供給不安の拡大】 
・電力の化石燃料依存度 ８８％は、第一次オイルショック時の８０％より高い水準 
・原発停止、燃料価格の上昇、及び、為替変動の影響で、鉱物性燃料輸入額は 

２７兆円に達し、貿易収支は１１．５兆円の赤字 
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東電福島第一事故後の 
電源構成の変化に伴う燃料費の変化 

出典：資源エネルギー庁資料 H25.4 
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電気料金の国際比較（２０１２） 

出典：エネルギー白書 ２０１４ 



化石燃料の相手先比率 

全輸入量に対し： 
約８０％ 

中東地域から調達 
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天然ガス輸入依存度 
９６．９％ 

原油輸入依存度 
９９．６％ 

石炭輸入依度
１００％ 

約３５％
を中東
地域か
ら調達 
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我が国への供給ルートのチョークポイントの現状 
（原油 ２０１３年） 

原油 
２０１３年 

 
出典：エネルギー白書２０１３ 

 

エネルギー安全
保障に不安要素 
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石油の備蓄量・備蓄日数の推移 

出典（独）石油・天然ガス・金属鉱物資源機構資料 
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原油価格の推移 

・１９７３年、第４次中東戦争による第１次石油危機で、３ ⇒１０＄／バレルに高騰 
・１９７９年、イラン革命に起因する第２次石油危機で、３０＄／バレル程度まで高騰 
・２０００年頃から価格上昇を始め、１００＄／バレル付近で高値安定 
・政情・経済の影響で突然の価格高騰、及び、輸送路での不測の事態のリスクあり 
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天然ガス価格推移の比較（日、米、欧） 

米国の約４倍 

我国の天然ガス調達価格は、原油価格との連動性が高く、高値調達の状況 
調達価格は、米国の約４倍、欧州の約２倍と高い水準 
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３．海外のエネルギー事情． 
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世界の一次エネルギー消費量の推移 
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エネルギー消費量増大
に応じたエネルギー源
の確保が世界的課題 
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主要国の一次エネルギー構成 
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主要国の化石エネルギー依存度（２０１１年） 

 
出典：エネルギー白書２０１３ 
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中国の一次エネルギー供給と自給率の推移 

エネルギー自給率 
２００３年頃１００％を割り込む 

SNW対話イン鹿児島大学2014 講演資料 野村眞一 42 

石油の自給率は 
約４５％＜２０１０年＞に 

低下 
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主要国の発電電力量と発電電力量に占める 
各電源の割合（２０１１年） 

出典：エネルギー白書２０１４ 



主要国の原子力発電設備 

（参考） 
・原子力発電所利用国：３１ヶ国 
・運転中の発電所合計：４２６基 
・建設中の原子力発電所：８１基 
・計画中の原子力発電所：１００基 

出典：原子力産業会議資料 （２０１４．６）） 

SNW対話イン鹿児島大学2014 講演資料 野村眞一 
出典：電気事業煉連合会資料 ２０１３ 
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エネルギー
政策で 
見直しの 
可能性あり 

５５基
増設 



SNW対話イン鹿児島大学2014 講演資料 野村眞一 

ヨーロッパにおける天然ガスのパイプライン網 
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欧州主要国における天然ガス輸入量の占める
ロシアの比率とリスク 

・EUは天然ガス需要の約３割をロシアに依存し、その８割はウクライナ経由のパイプライン 
・２００６年１月１日、ウクライナ向け供給蝋の３０％削減。この影響でEUの天然ガス圧力低下 

・２００９年１月１日、ロシア／ウクライナ間の交渉決裂してロシアからのウクライナへの供給
停止し、同月７日、欧州向けの供給が停止 

               ⇒オーストリア、スロバキア、チェコ、ルーマニアへの供給停止。 
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出典：エネルギー白書２０１３ 
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欧州の電力網 

 
Copyright (C) 2014 Agency for Natural Resources and Energy All 
rights reserved 

 



主要国一人あたりの電力消費量 

一人あたりの電力
消費量の伸びの

影響大 
特に中国、インド 

人口 日本の１０倍以上 
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一人当たり
GDP： 

中国 ８４位 
インド１４４位 

        及び、世界の経済・統計情報サイト HP 
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主要国の発電電力量の推移（伸び率） 
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・人口：１１倍 

・電力使用量／１人：
４０％ 

  
・人口：４０％ 

・電力使用量／１人：
１．３倍 

 

 
・人口：１０倍 

・電力使用量／１人：  
９％ 

 
 

・人口：１．６倍 

・電力使用量／１人：
３０％ 

 

中国 

韓国 

インド 

ブラジル 

及び、WHO世界保健統計２０１４ 

日本を 
１．０（１００％） 
とした時の比率 



４．新エネルギーについて 
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新エネルギーの定義 
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太陽光・風力発電の出力変動 

SNW対話イン鹿児島大学2014 講演資料 野村眞一 

容量：３．２kW 最大出力２．５kW 
(容量の約８０％) 

出力の変動に対応する
ためには、“他の電源”
や“蓄電池”を併用した
安定化策が必要 
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電源別発電単価、設備利用率の比較 
 

出出典53典： 出典：電気事業連合会資料２０１３ 

注：設備利用率：(設備容量の１００％を発電した時間）／（年間時間） 
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一般家庭向け単価レベル 
（自宅の電気代を基に試算） 

注 



  原子力発電 太陽光発電 風力発電 

設備容量 １００万Ｋｗ 同左 同左 

  
敷地面積 

０．６Ｋｍ２ 

 

（１．６Km2） 

約５８Ｋｍ２ 

（６７Ｋｍ２） 
 

（原子力に対し 

     約９７倍） 
山手線と 

  ほぼ同じ面積 

約２１４Ｋｍ２ 

（２４６Ｋｍ２） 

 

（原子力に対し 

    約３５０倍） 
山手線の 

約３．４倍の面積 

原子力発電所、太陽光発電所、及び、 

風力発電所敷地面積の概略比較 
 

出典：原子力コンセンサス２０１２ 電気事業連絡会資料 

：電気事業連合会資料 2013年5月17 

朱記は中部電力資料より抜粋 
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最大電力発生日における１日の電気の 
使われ方の推移 

最大／最少 
＝約２倍 
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電力需要に対応したで電源構成（参考例） 

出典：エネルギー白書２０１４ 



再生可能エネルギー電気 
固定価格買い取り制度（FIT）の仕組み 

SNW対話イン鹿児島大学2014 講演資料 野村眞一 FIT：Feed-in  Tariff 57 



施策の概要：「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に
関する特別措置法」により、「略称：再生エネ買取制度」が平成２４年
度７月１日から開始 

制度の概要：太陽光や風力等の再生可能エネルギーで発電された
電気を法令で定めた価格・期間で電力会社の買取を義務付け。 

電力会社の買取に要する費用は「賦課金」として利用者負担。 

   代表例として家庭用太陽光発電と陸上風力は以下の通り。 

再生可能エネルギー固定価格買取制度 
及び 

主要発電電源別買取価格 （平成２６年度） 

固定買取価格 

買取期間 

住宅用太陽光発電 

３７円／kWh 

１０年間 

陸上風力発電 

２０年間 

２２円／kWh 

出典：資源エネルギー庁 SNW対話イン鹿児島大学2014 講演資料 野村眞一 58 



再生可能エネルギー発電設備の導入状況
（H25.12時点） 

出典：資源エネルギー庁資料 

注記：FIT導入後の導入容量／認定要領は 
７０４．４／３０３１．１＝０．２３・・・・僅か２割の導入 
特に、太陽光（非住宅）の導入遅れが支配的 

全設備容量に対する割合（公開資料より推算） 
２７６４．４万kW／約２．５億kW＝約１０％ 

これに対し、発電電力量の割合は⇒１．６％ 
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総発電量に占める再生可能エネルギーの割合 
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主要国の電源構成に占める 
再生可能エネルギー割合 

出典：資源エネルギー庁資料 



ドイツの再生可能電力量の推移 
 

＜２０００年に固定価格買取制度導入＞ 
サーチャージ（利用者への賦課金）の推移 

０．２ﾕｰﾛｾﾝﾄ/kWh（２０００年） 
        →３．５３（２０１１）、５．２８（２０１３） 
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及び、ドイツエネルギー・水道事業連盟（BDEW) 



ドイツにおける平均的家庭向の電力料金の推移 

出典：エネルギー白書２０１３ 
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買
取
制
度
開
始 

電力料金 
約２倍に上昇 
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金
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一般家庭の電気料金及び再生可能エネルギーに 
かかわるサーチャージ（賦課金） 

出典：エネルギー白書２０１３ 

ドイツにおける一般家庭の電力料金の推移 
 ２０００年に固定価格買い取り制度（ＦＩＴ）導入 
 この時点の再生エネルギー発電電力の全発電電力量に占める割合：６．８％ 
 ２０１１年時点での再生エネルギー発電電力の全発電電力量に占める割合：２０．３％ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
 ２０１２年度時点の日本の再生エネルギー発電電力の全発電電力量に占める割合：１．６％ 
  

使用量 
３００kWh/月 
に対し、 
賦課金は 
２２５円/月 
（出典：九州電
力CSRダイジェ

スト２０１４） 
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￥１１６２０ 

￥２１７０ 

￥７．４ 
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再生可能エネルギー固定価格買い取り制度に
基づく賦課金と一家庭当たりの負担額（年額） 

出典：エネルギー白書２０１４ 
 



再生可能エネルギー導入拡大に伴う追加的コスト 

出典：資源エネルギー庁資料 H24.2.22 
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今後、人口増加、生活環境の改善等で、特に、発展途上国を 

  中心に、消費量の急激な増大を予想 

   ⇒世界規模での資源獲得競争が益々激化  

我国のエネルギー自給率は僅か６％で、大半は海外に依存 

   ⇒ エネルギーの安全保障が著しく低い  

エネルギー源は、それぞれの特性を活かして共存を図るべき 

   ⇒ 個々のエネルギー源の要・不要の議論は無意味。データに 

      基づく、客観的なエネルギーベストミックスの議論が必要 

最初から完璧な技術はない。トラブルを改善しながら技術は 

  進歩する。果敢に挑戦を続ける意気込みを期待したい。 

５．まとめ 

客観的データに基づき、長期視点でエネルギーはどうあるべきか
を考える・・・安価調達、継続的／大量のエネルギー安定供給、安
全確保、環境保全⇒将来に亘るエネルギー確保の施策が急務 
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